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地球を想い、地域を創る
第３回『環境NPOから見た交通』

市民、事業者、そして行政。これまでの社会システムにおける３つの主

体に加え、近年、その重要性を増しているのがＮＰＯである。わが国にお

いてもＮＰＯの活動は盛んになりつつあるが、その進出の著しい分野の一

つが環境分野である。今回はこうした背景をふまえ、環境問題と交通につ

いて、新しい社会の主体であるとも言えるＮＰＯの位置づけもふまえ、議

論を行った。

［背景］

§環境問題と交通

・地球温暖化といった地球規模の環境問題、そして排気ガスや騒音等といった地域の

環境問題について、自動車からの排気ガスの発生等、大きく関わっている。その中

で、こうした交通と環境に係る市民の考え等をみると、問題意識は強く持っている

ものの、保全行動の実行が困難であると考えているものも見られる。

出典：「道路行政セミナー」1999年12月号

図3-1 二酸化炭素排出の内訳

出典：名古屋市「地球環境問題に関する市民意識等調査」平成６年３月

図3-2 地球環境問題に対する交通からの環境保全行動に係る意識
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３．地球を想い、地域を創る
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§『環境に配慮した社会』におけるＮＰＯ・市民の役割と活動の現状

・近年、社会システムを動かす原動力として、ＮＰＯの活動が重要かつ盛んになって

きており、特に環境分野等でそれが目立ってきている。

図3-3 ＮＰＯの分野

論点：
・（環境）ＮＰＯ・ＮＧＯの活動の実態
・ＮＰＯからみた環境問題と交通はどのようなものか？
・環境問題解決への具体的な取り組み・提案について
・ＮＰＯ活動の今後の方向性や課題は何か？
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団体の運営又は活動に間する連絡、助言又は援助の活動

定款に記載された特定非営利活動の種類（複数回答）（平成12年3月13日現在：1724法人の定款から集計）
出典：経済企画庁ホームページより

Ⅰ．交通をとりまく状況の変化に伴う交通ニーズへの対応



- 33 -

３．地球を想い、地域を創る

［ゲストスピーカー]

ＮＰＯという概念は比較的目新しいものではあるが、地域環境の保全・

環境の創造にあたり、市民団体の役割は古くから重要なものとして位置づ

けられてきた。公害対策・地域環境保全から地球環境へと視野を広げ、そ

して行動範囲を広げてきたＮＰＯのメンバーにお話をお伺いした。

高木 史人（たかぎ ふみひと）

（財団法人リバーフロント研究セ

ンター主任研究員）（建設会社か

ら同センターへ出向中）

市川市の環境ＮＰＯ『市川地球

市民会議』の議長を務め、市の各

施策に対し環境の立場から提言を

行っている。

（話題提供：高木氏）ＮＰＯとしての環境への取り組み

●環境ＮＰＯ・ＮＧＯと我が国の動向

・大量生産・消費・廃棄型社会から持続可能な社会への変革にあたり、様々な利害が対

立する既存組織（政府、政党、企業）による対応に限界が生じたことから、環境ＮＧ

Ｏへの期待が高まっている。環境ＮＧＯは、既存組織を超越し、利害関係にとらわれ

ずに将来世代の声を代弁したり、地球人類全体の立場から組織間相互の意見調整を行

ったり、代替案の提案を行うことができる。

・地球サミットにおけるアジェンダ21でも、情報公開や政策決定への国民参加の推進、

持続可能な社会実現に向けたＮＧＯとのパートナーシップ構築を求めている。

・日本の環境ＮＧＯには、国際的な団体の日本支部（グリーンピース、ＷＷＦなど）や、

公害被害者団体（水俣病被害者団体や反原発・各地域の開発反対運動団体など）、エ

ネルギー・自然保護などテーマごとの活動を行う団体、地域密着型団体、法律家・研

究者ら専門家のネットワーク団体など、さまざまなタイプがある。

●パートナーシップの必要性と現状の課題

・対等・平等な関係、情報の共有と意思決定への参加、公平な役割分担が重要。このほ

か、行政・企業・市民（組織）が適度な緊張関係を持ちながら協力・連携することが

大切であると考えている。

・そのためには、従来の「絶対反対」的スタンスの住民活動から「政策提言」型団体へ

の転換が重要と考えるが、実際にはなかなか難しい。
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Ⅰ．交通をとりまく状況の変化に伴う交通ニーズへの対応

●パートナーシップの取り組み～「市川市環境市民会議」の活動

・市川市では、市環境基本計画の策定に先立ち、市民意見を市長に提案するための市民

会議を設置することとし、委員を公募した。70名の応募者の中から15名の委員が選出

され（議長：高木氏）、平成11年２月から９月まで全体会合、現地検討会、分科会等

の活動に携わった。

・地球温暖化防止に関しては、ＣＯ２排出削減目標値の設定や、地球温暖化防止マップ

市民版の作成、ＣＯ２排出削減推進プロジェクト案の作成などを行った。

・「行政が市民に呼びかけ、集まった市民が提案を行い、行政の計画に反映させてい

く」という意味で、パートナーシップ事例のひとつに位置づけられる。

●地球環境問題の解決に際し、やはり運輸部門とライフスタイルに目が行く

・環境NGO活動が盛んになった背景には地球環境問題への対応に際しての足下からの運動

の必要性が挙げられるが、こうした目から見ると、運輸部門からの排出量が増加して

いることに目が行く。交通渋滞緩和のための道路建設等を行うという施策だけでは不

十分であるというのがNGO間の一般的な見解である。家庭部門のＣＯ２排出量もその約

４割が自動車（ガソリン）によるものであり、今後は公共交通機関の利用や低公害車

の普及、自転車を活かしたまちづくり等が必要になるだろう。

・市川市環境市民会議でも、市民提案として通勤時間帯の一般車両規制や、100円バスの

運行等による「自動車利用削減プロジェクト」を提案している。

［コラム：ＮＰＯとは何か］

ＮＧＯは、政府組織であるかどうかに着目して国連が分類した

概念。ＮＰＯは、営利活動の有無により分類したもの。

ＧＯ ＮＧＯ

ＮＰＯ ＰＯ

政府組織等 市民団体 企業

ディスカッション再録：ＮＰＯ活動の方向性と可能性

●ＮＰＯで活動するということ
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Ｑ：我が国におけるＮＰＯ活動の問題は？

Ａ：日本では、ＮＰＯ活動だけで生活していくことは難しい。学生や主婦の立場で活

動している人もいるが、その他の人は職業生活と両立しながらＮＰＯ活動をして

いる。こうした状況では、専門知識を身につけて政策提案を行うレベルまで達す

るのはなかなか難しい。日本のＮＰＯがとかく単なる反対運動に陥りがちなのに

はこうした背景もある。

Ｑ：組織人としての立場・肩書きとＮＰＯとしての活動の板挟みは？

Ａ：収入のために属する組織の立場とＮＰＯ活動とが板挟みになることもあり得る。

実際に、自分の会社が行う建設工事に関し自然保護関連団体に呼ばれることもあ

った。そのような場合、お互いがめざすべき最終目標は同じであることを確認し

た上で、１つのプロセスとして工事を行うものであることを説明した。

●ＮＰＯのイメージと実状、特に米国の活動と比べ

Ｑ：ＮＰＯの実態はどうなのか。

Ａ：それぞれ団体の歩んできた歴史的背景が異なるので一概には言えない。団体ごと

にカラーは異なる。もっとも、最近では「何が何でも（行政施策に）反対する」

というスタンスは効果的でない、ということが理解されてきているように感じる。

●まちづくりの手法としてのＮＰＯ参画

Ｑ：行政サイドには、ＮＰＯを介して効果的に行政施策を進めたり、ＮＰＯを核にし

て市民意識の変革を図りたいという思惑もあると思うが、この点については。

Ａ：市民に我慢を強いるような行動を求める場合、行政が呼びかけるよりもＮＰＯが

間に入った方が、市民がより素直に受け入れやすいという側面は確かにあるだろ

う。そうした場合、例えば省エネルギー的生活を行えば電気料金の節約につなが

るというように、我慢した結果がどんなメリットを生むのか、市民の個人レベル

に置き換えて説明することが効果的である。

Ｑ：アメリカではＮＰＯの参画が著しいようであるが。

Ａ：日本とアメリカは状況がまったく異なっている。アメリカでは、支援があるとい

う背景もあるが、ＮＰＯの政策提案能力も高い。日本では、財団や民間企業とし

て政策を提言する機関はあっても、市民意見をまとめる機関はない。その意味で

「市民シンクタンク」のようなものがこれから必要になってくるのではないか。

Ｑ：議会へのロビー活動等については。

Ａ：例えば議員とのパイプを太くする必要性は感じているが、現段階ではまだそこま

で到達していない。現在は、市民の取組の経過を議員に説明するなど、ネットワ

ークの構築に努めているところである。
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［コラム：市川市の環境ＮＰＯ活動の参加の仕組み］

「みんなが参加」するために、無関心層をはじめ、さまざまな

意識の市民一人一人に対し、無理のない形での参加を呼びかけて

いる。

（市川市資料をもとに三菱総研作成）

●ＮＰＯと交通

Ｑ：行政は道路等交通インフラの充実は温暖化対策として有効という認識を持ってい

るが、新聞によっては、否定的な論陣を張っているなど認識のギャップがある。

Ａ：まず、行政は温暖化対策について情報提供する際に、何が最終目標であるのかを

示した上で、そのステップの一つとして交通施設整備を行うのだという説明を行

うべきだったのではないだろうか。最終目標と具体的施策のつながりを説明する

プロセスが欠けていたことが誤解につながったのではないかと思われる。施設整

備の効果を数値などに示してきちんと説明すれば、正しく理解されるはずである。

本来、政策立案に当たっては、施策実施の費用対効果等の試算は必ず行っている

はずであり、こうした参考情報をうまく伝えるべきである。

Ｑ：環境ＮＰＯならぬ交通ＮＰＯはあり得るか

意識啓発

環境教育

いろいろな「参加」の関わり度

「思いや気持ちはある」と

いうレベルの参加

仕事や子育てに忙しいこと
から、思いはあっても手が

出せないこともある。

「口はもちろん、手も足も出

す」というレベルの参加

バリバリ！

この位の許容範囲で、44万人市川市民の
「参加」を求めて行こう！！

「無関心」
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Ａ：単に道路を整備して欲しい、あるいは反対するという意味でのＮＰＯはあり得な

いが、例えば環境の観点から整備促進、反対というように、ある切り口からのア

プローチはあり得るし、今後も積極的に発言していきたい。

（研究会を終えて）

我が国の市民の意識・意見の成熟とともに、ＮＰＯの役割も重要性を増している

が、米国等とは異なり、まだまだＮＰＯ活動に専念するところまではいっていない

ようである。今後、先進的な意見と一般的な市民意識の橋渡しや、議会との連携や

議会を巻き込んだ取り組みをどのように行っていくかという戦略づくりがＮＰＯ活

動の課題となってくるのではないかと思われる。交通分野についても、環境、福祉

といった、それぞれの立場から、今後ますます提案が増えると考えられる。
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参考資料：『市川市環境基本計画への市民提案書（抜粋）』
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